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財 第 ３ ８ ０ 号

平成２４年１０月５日

部 局 室 長 各 位

総 合 支 所 長 各 位

財 政 部 長

平 成 ２５ 年 度 予 算 編 成 要 領

平成２５年度予算については、別途市長から指示された予算編成方針に基づき、下記のとお

り予算編成要領を定めたので通知する。

記

１ 全般的事項

(１) 基本姿勢

本市においては、人口の減少や景気低迷による個人所得の減少等により市税収入の減少が見

込まれることに加え、平成２７年度以降は合併特例期間の終了に伴う普通交付税の大幅な減少

も確実な状況にある。

反面、歳出面では、高齢化の進展により社会保障関係経費が増大していくことが見込まれ、

かつて経験したことのない厳しい財政運営を強いられる状況となっている。

そのような状況の中、当面の財源確保対策として、９月に財政健全化プロジェクトを策定し

たところであるので、各部局室においては、本プロジェクトに則り、自主財源の確保及び行財

政全般にわたる簡素化、効率化を推進し、歳入の見積りに当たっては、受益と負担の均衡等に

配意し、適正な財源の確保に努めること。

また、歳出の見積りに当たっては、事業の必要性、緊急性等を考慮して、行政の簡素合理

化を一層推進し、「最少の経費で最大の効果」をあげるよう配意すること。

なお、平成２５年３月に市長選挙が実施される予定のため、新規の政策的事業を抑制した

骨格予算として調製するものとする。
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(２) 経費区分

一般会計経費を「重点政策経費」、「繰出金」、「義務的経費」、「指定管理経費」、「インセン

ティブ」及び「その他の経費」に区分する。

ア 重点政策経費

実施計画に掲載されている事業の中で、主要な建設事業（実施計画に位置付けられた投資

的事業で概ね総事業費１０億円以上、かつ所要一般財源１億円程度以上の指定事業）にの

み限定し、一件査定により決定する。

イ 繰出金

繰出基準に基づく額を基本とし、一件査定により決定する。

ウ 義務的経費

人件費、扶助費、公債費(公債費に準ずる債務負担行為を含む)とし、一件査定により決定

する。

エ 指定管理経費

指定管理者から提出された指定管理施設の管理に係る収支計画書を基本とし、一件査定

により決定する。

オ インセンティブ

行政改革の促進及び市民満足度を向上させる取組みを行う部局室に対し、その経費の一部

を平成２５年度予算に一般財源として追加配分する。

なお、詳細は行政管理課より別途通知する。

カ その他の経費（上記以外の経費）

予算の硬直化、社会情勢及び市民ニーズの変化に対応するため、平成２０～２４年度にお

いて実施した部局裁量枠方式を一時停止し、部局間の縦割りを廃した、効果を最も発揮する

予算の再配分を行うため、一件査定により決定する。
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(３) 一般財源要求限度額

平成２４年度当初予算一般財源額の９８％以内とする。

ただし、施設の大規模改修等、真にやむを得ない事情がある場合に限り、９８%以上の要

求も可とする。（最大上限１０２%）

なお、真にやむを得ない事情がある場合は、事前に財政課担当へ相談すること。

(４) 国・県補助負担金等について

制度の大幅な縮小・廃止、見直し等が予想されることから、これらの動向には十分留意し、

新規事務事業及び歳出増を伴う制度改正については、施策の必要性、目的及び達成効果等を

十分検討し、緊急不可欠なものに限るとともに、既存事業の見直し、既定経費の圧縮・振替

等により財源確保に努め、市単独事業への安易な振替は行わないこと。特に、単年度限りで

はなく、翌年度以降継続する事業（建設事業を除く。）の創設又は事業費の増額については、

留意すること。

(５) 施設の新増設について

施設の新増設計画に当たっては、十分な管理運営計画を作成し、イニシャルコストのみな

らずランニングコストについても要求時の資料として提出すること。

(６) 不用額について

決算重視の予算編成として、予算の不用額が多額にのぼる事例が多く見受けられることに

ついては、限りある財源の有効配分を図る上において極めて不適切であることから、その原

因・理由を検証し、年度内に執行可能な事業量を十分に検討するとともに、事業の合理性、

必要性が低いと判断されるものについては、廃止を含めた事業の見直しを行うこと。

なお、予算執行年度において、事業計画の見直しや適正な事業進捗の管理により確実に不用

額となるものについては、年度途中においても減額するものとする。
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(７) 議会基本条例に対応する分かりやすい政策説明資料の作成

平成２４年４月に施行された議会基本条例に基づき、各部局において新規及び主要な事業ご

とに別に定める様式を用い説明資料を作成すること。なお、予算査定資料としての活用及び予

算議案議決後の公表を予定しているので留意すること。

なお、詳細については別途通知するものとする。

(８) その他

予算編成は骨格予算とする。

ただし、予算の見積りに当たっては、年間見通しに基づき予定されるすべての収入、支出を

計上し、査定を通じて骨格予算計上分と補正予算計上分に振り分けを行うものとする。

なお、6月定例会において新規の政策的事業を補正計上する予定としている。

継続費、債務負担行為については、事業規模、年割額等を検討し、後年度において過重な財

政負担を招かぬよう留意すること。

他の部局室と関連する事務事業については、事前に十分協議を行い、見積り漏れ、重複等が

ないようにすること。

（９） 企業・特別会計について

企業会計は、企業経営の原理に基づき、経営の合理化を推進し、健全経営に努めること。

企業会計以外の特別会計については、独立採算制の理念に基づき、経営の合理化、健全化、

自主財源の確保等に努め、安易に一般会計からの繰入れに依存しないこと。

また、中・長期の収支計画及び今後の経営方針は、特別会計設置の趣旨を十分理解のうえ

定めること。

その他、一般会計に準じて要求すること。

※注 下記に関するものについては、別途通知する。

(2) ア 重点政策事業一覧

(2) オ「インセンティブ」に関するもの（行政管理課より通知）

(3) 「一般財源要求限度額」に関するもの

(7) 「議会基本条例に対応する分かりやすい政策説明資料」に関するもの
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２ 個別的事項

(1) 歳 入

歳入については、厳しい財政状況を踏まえ、次のことに留意するとともに、収入未済額の解

消など積極的に歳入確保に取り組むこと。

なお、歳入の見積りに当たっては、的確に見積り、過大見積りにより決算で歳入不足となら

ないように十分に注意すること。

ア 市 税

国の経済見通し及び本市経済の動向に留意して確実な見込額を計上すること。

また、市税は自主財源の根幹をなす重要な財源であるとの認識に立ち、より一層の課

税客体・課税標準の的確な把握及び徴収率の向上に努めること。

イ 国･県支出金

国･県等関係機関と十分連絡をとるとともに、制度改正等の見通しを的確に把握し、

積極的な働きかけにより、国･県支出金の確保に最大の努力をすること。

ただし、これは必要な事業について特定財源の確保に努めるという主旨のものであり、

不要不急な事業の安易な受け入れは行わないこと。

また、国・県と市との間における経費負担関係について適正化に努めるとともに、国・

県の補助事業については国・県との負担区分を明確化し、超過負担の解消に努めること。

ウ 使用料及び手数料

実情を十分精査し、過大な見積りにならないように留意するとともに、特に管理経費

が上昇しているにもかかわらず、料金改定を行わずに採算率が低下しているもの、並び

に類似他都市や県内他市と著しく均衡を失しているものについては必ず見直しを行う

こと。

エ 財産収入

財産貸付収入については、土地の評価替等を考慮し、貸付料の適正化を図り、財産

の処分に当たっては経済情勢等を考慮し、適正な価格とすること。

また、遊休財産の有効活用を検討するとともに、未利用財産の早期処分により財産

収入の確保に努めること。
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オ 市 債

地方債残高の増嵩を防ぐ観点から、後年度の財政負担を考慮し、適債事業の選択に努

め、安易に財源を地方債に求めないこと。なお、合併特例債については、合併特例事業

としてすでに計画が採択されたものを除き、原則として、要求段階では充当しないこと。

カ その他の歳入

財政健全化プロジェクトに則り、既定の概念にとらわれず幅広い観点に立ち、可能

な限り財源の拡大を図り、自動販売機売上手数料や広告事業等の新たな財源の確保に努

めること。

(2) 歳 出

歳出については、歳出の徹底した見直しを行うとともに、事業の優先度に応じた財源の最適

な配分を図ることで、一層の選択と集中を進めることとし、別掲の「平成２５年度予算要求基

準」によるほか、次のことに留意すること。

事業別に要求することとし、政策的な経費については「歳出予算要求書（事業説明）」に事

業概要、期間、全体事業費、行政経営会議への提出状況等を明記すること。

ア 人 件 費

報酬については、職員課に提出の報酬調書を添付のうえ、報酬調書と同額を予算要求

すること。

報酬を除く人件費については、予算要求規模把握のため、便宜上平成２４年度当初予

算と同額とすること。

ただし、時間外勤務手当については、平成２５年度に限って真にやむを得ない特殊事

情（臨時的なもの）があるものについては、前年度予算額に必要額の加算を行い要求す

ることも可とする。

イ 扶 助 費

国･県制度に基づく事業については、国・県の予算編成の動向を見ながら現行制度（制

度の改定が確定しているものを含む。）に基づく現員、現行単価で計上すること。

市単独制度として実施している扶助については、事業の必要性・効果について検証を

行うこと。また、予算の増額については、徹底した制度の見直しや、既存事業の組み替

え等により財源を確保することとし、安易な増額については原則として認めない。
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ウ 物 件 費

(ア) 賃 金

臨時的業務といえども極力事務の合理化等により対処し、雇用人員、期間等を十分に

精査した上で、必要不可欠なものを除き、一般事務補助の雇用は取り止めること。

なお、賃金に係る雇用保険については、要求もれのないよう注意すること。

(イ) 旅 費

普通旅費については、行程、日程、人員等を抜本的に精査し、必要最少限に留めると

ともに、県庁等近距離については、庁用自動車の使用を優先すること。また、定例的な

大会・協議会への参加等は、やむを得ないものを除き取り止めること。

管内旅費についても極力節減するとともに、庁用自動車の使用については、実態に即

した見積りをすること。

なお、東京等への出張については、会議等の開催日程等を十分に勘案し、安易な宿泊

料の計上は行わないこと。

(ウ) 需 用 費

細節単位で内容を十分検討し、徹底して節減に努めること。

見積りにあたっては最新の「物品単価表」並びに２４年度実施単価を参考にすること。

(エ) 備品購入費

原則として更新を要するものに留め、できる限り新規購入は見合わせること。

なお、要求品目の現有数を必ず（ ）書すること。

(オ) 委 託 料

新規の委託料については、その事業内容、事業費積算、必要性等を記載した詳細な資

料を必ず添付すること。

事務事業の委託の可能性を検討するとともに、既に実施している委託についても、特

に定例的に行われてきた保守委託など、その業務内容、必要性、行政効果、採算性等を

再検討すること。

なお、「委託料調書」の備考欄に再検討の結果を記入すること。

エ 維持補修費

施設の維持修繕は、施設の老朽度等を考慮し、計画的に見積もること。
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オ 補 助 費 等

従前の様式、負担金補助及び交付金調書は廃止する。

新様式「補助金・負担金チェックシート」により公共関与の透明性の確保及び補助の

見直しを図るとともに、交付団体の予算書、決算書、実績報告書等の資料を添付するこ

と。

単独市費補助金については、安易に継続することなく、対象事業の内容、効果等を十

分に再検討し、終期の設定により廃止縮減を図ること。

特に、多額の剰余金の生じている団体、交付が長期にわたっている団体、事業目的が

類似している団体等に対する補助金は、整理合理化を図ること。

負担金についても、市が加盟する各種団体への負担金は積極的に減額要請を行い、効

果の少ない団体、既に加入の目的を達成した団体からは脱会するとともに、新規加入は

原則として行わないこと。

カ 投資的経費

補助事業については、承認が得られず後日予算の減額又は単独事業に振替えることの

ないよう、関係機関との連絡を密にし、的確に見積もること。

用地の取得を要する場合については、未利用市有地の利用を管財課と十分協議すると

ともに、土地利用計画、地価の動向、金利負担等を十分考慮して見積もること。

なお、執行においては、財源の全部又は一部を国･県支出金、分担金、市債及びその

他特定収入に求める事業について、その収入が歳入予算に比して減少又は減少の恐れが

ある場合は、その割合に応じ、当該経費の金額も減少して執行することとしているので、

特に留意のこと。

(3) 地域内分権への対応

地域の元気を再生するため、地域内分権の推進を図り、平成２４年度同様、各総合支所に

おいて予算編成に取り組み予算要求を提出するものとする。

※注 下記に関するものについては、別途通知する。

(2)ウ（ア）「賃金の単価」に関するもの

(2)ウ（オ）「委託料」に関するもの
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３ 作成上の注意

(1) 提出期限 １１月５日（月） １２時厳守

(2) 提出部数 ７部

※ 国・県補助負担金等については、国・県の予算編成状況に十分注意し、制度の改廃等

内容の変更が確認された場合は、速やかに財政課と協議のうえ、予算見積書の差替等適

切な措置を講ずること。

(3) 予算要求書、調書、資料等は全てＡ４判とすること。

(4) 予算要求書の並び順等は、以下のとおりとすること。

区 分 様 式 備 考

表紙 任意
会計毎（一般会計については款毎）

に別綴じとすること

予算要求額整理表・集計表 別途指示 説明会終了後、各担当が配布

見積事業一覧表 ｼｽﾃﾑ出力

歳入予算要求書 ｼｽﾃﾑ出力 款コード昇順

歳出予算要求書（事業説明） ｼｽﾃﾑ出力

款項目事業コード昇順

（事業毎に事業説明から資料まで

を一括りとすること）

歳出予算要求書 ｼｽﾃﾑ出力

資料 ※

※ 資料については、電子キャビネット「様式」にあるもの以外は任意とする。

予算要求整理表・集計表を１頁とし、以下連番で右下に頁を記入すること。資料につ

いては、右下角を切り落とし、前頁に関連するものを添付し、中央下に枝番を記入する

こと。

なお、委託料調書、継続費予算要求書、債務負担行為予算要求書の様式については、

電子キャビネット「様式」にあるが、既存の様式でも可とする。

(5) 「歳入予算要求書」の積算内容欄には、根拠法令及び積算根拠等を記入すること。

(6) 「歳入予算要求書」の積算内容及び充当先事業欄には、補助率・定額補助等が決まってい

るものは算出基礎欄に記入すること。また、「充当先事業」については、該当事業の「歳出

予算要求書」の先頭頁を記入すること。
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(7) 「歳出予算要求書（事業説明）」の事業説明欄には、事業の規模及び内容等を記入すること。

(8) 「歳出予算要求書」の財源内訳欄の各財源については、該当の「歳入予算要求書」の頁を

記入すること。

また、「扶助費」、「指定管理事業費」及び「重点政策経費」については、説明欄の積算内

訳に「扶助費」、「指定管理」、「重点」と区分を記入すること。補助対象のものについても、

（国補助）（県補助）等を明記すること。あわせて新規事業については「新規」と記入する

こと。

(9) 修繕料、工事請負費及び備品購入費については、優先順位を付すこと。

(10) 積算に用いる人口、世帯数は平成２４年８月末日現在とする。（総務課 HP参照）

(11) 予算見積書の内容は部外秘扱いとし、取扱いについては十分注意すること。

当初予算作成スケジュール

11 月 5日(月) ・予算要求書提出期限

11月中旬～ ・担当者、班長ヒアリング

11月中旬～ ・財政部長ヒアリング

重点事項に絞り込んで、各部課長からのヒアリングを行

うため、円滑な進行に努めること。

12月下旬 ・内示

1月上旬～ ・市長査定

1月下旬 ・予算書校正、印刷

1月下旬 ・予算書完成
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（参考）

○収支見込 単位：億円

歳 入 一般財源等 733 722
(Ａ)

歳 出 一般財源等 753 766
(Ｂ)

▲ 20 ▲ 44
(Ａ)-(Ｂ)

○財源不足見込への対応方針 単位：億円

16

一件査定方式 10

1

○収支見込（調整後） 単位：億円

歳 入 一般財源等 733 738
(Ａ)

歳 出 一般財源等 753 755
(Ｂ)

▲ 20 ▲ 17 財政調整基金

(Ａ)-(Ｂ)

注１） 上記係数は、平成２５年度における地方財政対策、税収及び国・県の動向等に応じて変化するものである。

注２） 平成２４年度(当初予算)の財源不足額は、財政調整基金を充当する最終財源不足額である。

平成２５年度収支試算（一般財源ベース）

試算によると、平成２５年度の財源不足は、市税は対前年度微増、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債
等についてはほぼ横ばいの見通しで、歳入全体としては対前年度微増。一方、歳出については、人件費及び扶助費の
増加とともに、新市建設計画及び総合計画の着実な実施を図るための普通建設事業費の増嵩により、財源不足は４４
億円が見込まれる。

25年度(見込み)

金 額内容 備 考区 分

備 考

財源不足額

区 分 24年度(当初予算) 備 考25年度(見込み)

区 分 24年度(当初予算)

財政健全化プロジェクトによる取組み
（未収金回収、保有財産活用等）

②歳出削減

財政健全化プロジェクトによる取組み
（人件費抑制、公共工事コスト削減等）

①歳入確保

財源不足額
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．
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平成２５年度予算における財源配分 (一般財源ベース)

（単位：億円）

平成２４年度 平成２５年度 増減額 摘 要

人 件 費 206.0億円 210.1億円 4.1億円
・退職手当増
・共済費増

扶 助 費 105.0億円 108.2億円 3.2億円 ・特殊要因を除く過去3カ年平均

公 債 費 139.1億円 135.8億円 △3.3億円
・公債費(元金・利子)
・公債費に準ずる元利補給補助

13.6億円 13.6億円 0.0億円 ・収支計画書

183.0億円 188.3億円 5.3億円
・繰出基準等
・国保、介護、後期特会への繰出増

6.1億円 8.8億円 2.7億円 ・重点政策(主要建設事業)

0.0億円 0.1億円 0.1億円
・インセンティブによる配分額は追加
要求対応

752.7億円 754.5億円 1.8億円 0.24%増

一 般 財 源 等 716.0億円 717.1億円 1.1億円 ・市税、交付税等

そ の 他 の 財 源 4.7億円 4.4億円 △0.3億円 ・繰越金等

財政健全化プロ
ジェクト取組み

12.0億円 16.0億円 4.0億円
・Ｈ２４：減債基金及び特目基金取り
崩し額を参考記載

財 源 不 足 調 整 20.0億円 17.0億円 △3.0億円 ・財政調整基金繰入金

・上記以外の経費

内

訳

合 計

重 点 政 策 的 経 費

△10.3億円

指 定 管 理 経 費

義

務

的

経

費

繰 出 金

89.6億円99.9億円その他の経費

イ ン セ ン テ ィ ブ
( 行 革 推 進 )

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ,0.1億円

210.1億円

206.0億円

108.2億円

105.0億円

135.8億円

139.1億円

188.3億円

183.0億円 6.1億円

13.6億円

13.6億円

8.8億円

0.1億円

0.0億円

89.6億円

99.9億円

平
成

２
５
年
度

平
成

２
４
年
度

人件費 扶助費 公債費 指定管理経費 繰出金 重点政策 インセンティブ その他


